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第10次
総合経営計画
令和７年度―令和９年度

未来へつなぐ協同のきずな

高槻市農業協同組合

MEDIUM-TERM MANAGEMENT PLAN



JA たかつきのめざす基本方向

私たちＪＡたかつきは
農業協同組合としての
本分を忘れることなく、
組合員の営農と

地域農業への貢献を第一とします。

私たちＪＡたかつきは
地域に根ざした総合事業体として
地域に開かれ、地域に貢献する
事業活動を展開します。

私たちＪＡたかつきは
一にも二にも堅実経営を実践し
組合員の信頼度を高め、
その利用率向上と

利用メリットの還元に努めます。
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１．第１０次総合経営計画のビジョンとテーマ

ビジョン
　ＪＡたかつきのめざす基本方向を基軸に、10 年後、20 年後も地域に輝くＪＡ
であり続けるため第１０次総合経営計画を実践していきます。

 

テーマ

未来へつなぐ協同のきずな

テーマ策定趣旨

①�「食」と「農」を基軸に、人とのつながり「絆」を大切に、組合員・利用者に「心のこもった」
サービスを提供します。

②�組合員・利用者の多様なニーズに応える「総合事業」を展開することで、「いつまでも愛され
る」ＪＡをめざします。

③�組合員・利用者の生涯にわたるパートナーとして「総合事業」を提供するため、「不断の自己
改革」に取り組むとともに、自己改革の実践を支える持続可能な組織・経営基盤を確立・強
化します。

④�これからも組合員・地域に必要とされる組織であり続けるため、協同のきずなを未来へつな
いでいきます。

Ⅱ
組合員の
豊かな
くらしの
実現

Ⅴ
広報活動の
強化による

ＪＡの
魅力発信

Ⅳ
協同組合らしい
人づくり

　Ⅲ
健全・強固な
経営基盤の

確立

Ⅰ
持続可能な

地域農業の振興

ＪＡたかつきの
めざす基本方向
Management
philosophy

Ⅰ  持続可能な地域農業の振興
都市農業を守るため創造的なサービスの提
供・支援に取り組みます。

Ⅱ  組合員の豊かなくらしの実現
徹底的な対話を通じた組合員の豊かなくら
しの実現に取り組みます。

Ⅲ  健全・強固な経営基盤の確立
いつまでも地域に輝くＪＡであり続けるた
めの事業展開に努めます。

Ⅳ  協同組合らしい人づくり
力をあわせ、支えあい、助け合う「協同の心」
を体現する人づくりに取り組みます。

Ⅴ  広報活動の強化によるＪＡの魅力発信
食・農・地域を支えるＪＡの役割や存在意
義を発信し、ＪＡファンづくりを進めます。
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２

第１０次総合経営計画の
重点取組事項
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Ⅰ．持続可能な地域農業の振興

重点取組事項　�持続可能な地域農業の実現のため、当ＪＡ管内の基幹作物である「コメ」
を中心とした生産支援、農業者の収入増加につながる販売戦略・地域の営
農組織と連携した魅力ある農業振興に努めます。

● 持続可能な地域農業の実現

　実践方策１　都市農業の振興に向けた経営計画の策定・実践
ａ．「大阪農業を次代へつなごう活動」の分析・改善
ｂ．「自己改革工程表」をふまえた中期経営計画の策定・実践

　実践方策２　農業・農村における自然災害・鳥獣被害等への対策
ａ．農業保険（収入保険・農業共済）等の保険（共済）を通じた備えの提供
ｂ．営農経済事業関連施設等の事業継続対策
ｃ．行政等と連携した各種被害等への対策・支援

　実践方策３　食料安全保障の強化に向けた農業・農村振興に資する政策確立・推進
政策の確立・推進（農政運動の強化）
組合員・ＪＡグループの意見・要望等を反映した農政活動の推進（市町村等との
定期的な意見・情報交換等を含む）

● 環境に配慮した農業の実現

     実践方策１　次世代の担い手確保に向けた取り組み
新規就農者等育成の取り組み強化
�就農支援（新規就農者や定年帰農者向け「ふれあい農業塾」等の充実等）による
農作業オペレーター部会会員・農風館生産者クラブ会員の増加

　実践方策２　地域農業を支える多様な農業者への支援
ａ．農作業受託・農機レンタル等による農業支援
ｂ．安全な農作業に向けた取り組み
ｃ．集落営農組織の拡充・連携等
ｄ．ＳＮＳを活用した営農経済に特化した情報発信の提供

　実践方策３　農業労働力支援、農業の関係人口拡大等に向けた取り組み
①労働力支援の取り組み
集落営農組織との連携を含めた農作業受託事業等への取り組み
②不耕作農地解消等を含めた農業の関係人口拡大への取り組み
行政と連携した不耕作農地の解消も含めた農業関係人口増加への取り組み
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　実践方策４　食の安全・安心や環境に配慮した農業の推進
①食の安全・安心に向けた営農活動の充実
ａ．「ＪＡグループ食の安全・安心推進運動」の実践・継続
ｂ．適正な管理（仕入・保管・配送等）に基づく安全・安心な地元産米の供給　　　　　　　
②環境に配慮した農業の推進
行政・関係機関と連携した環境負荷低減への対応
環境負荷低減に向けた取り組み（籾殻等の推奨、大阪エコ農産物の推奨等）支援
流通・販売段階向けの付加価値化等の取り組み
�直売所経営等、地産地消の推進や大阪版カーボンニュートラル等の取り組みを
通じて、都市農業の利点を付加価値として消費者にＰＲ

● 農業所得の増大と地元農産物の安定供給

　実践方策１　「地産地消」の拡大を通じた「国消国産」への貢献
ａ．�直売所や食農教育と連携した学校給食への農産物提供等を通じた「地産地消」
により「国消国産」に繋げる取り組み

ｂ．�組合員（生産者）・地域住民（消費者）との重要な接点である直売所の店舗運
営に向けた運営改善の取り組み

ｃ．�直売所運営を通じた、地域住民への地場農産物への理解促進および消費拡大（地
産地消）

　実践方策２　販売力強化の取り組み
①ＪＡたかつきブランド米等を通じた生産者・消費者ニーズへの対応強化
ａ．再生産可能価格に準じた価格での希望数量全量買取
ｂ．適正な価格に基づく地元産米の供給
ｃ．高温耐性品種への移行準備
②大阪産（もん）農産物の販売推進
農業所得の確保・向上および「安全・安心な大阪産（もん）農産物のＰＲ」等に
向けた直売所での販売推進（ＪＡグループや行政等と連携）

　実践方策３　生産トータルコスト低減に向けた取り組み
ａ．堆肥を活用した肥料等の普及・拡大を通じたトータルコストの削減
ｂ．営農指導や土壌診断等を通じた生産トータルコスト低減への貢献

　実践方策４　ＪＡ営農経済事業の機能・体制強化に向けた取り組み
ＪＡ認定営農指導員の計画的な育成
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Ⅱ．組合員の豊かなくらしの実現

重点取組事項　��多様な組合員との対話に基づく組織運営により、協同組合としての組織力
を高めます。

● ＪＡ事業の好循環による組合員の豊かなくらしの実現

　実践方策１　「組合員のくらしを軸とした活動・事業」の展開
「活動と事業の好循環」の実践を通じたさらなる組合員の豊かな暮らしの実現
ａ．一支店一協同活動の実施
ｂ．��イベント等におけるアンケートの実施、文化活動による組合員のＪＡ事業へ
の参加・参画

ｃ．准組合員モニター制度のさらなる充実　
　実践方策２　組合員との接点（つながり）創出・強化の取り組み

�訪問・総合相談等の「対面接点」と、デジタル技術を活用した「非対面接点」による、
組合員との日常的な接点づくり
ａ．ふれあい訪問日による関係性深化
ｂ．ホームページ等の充実による非対面チャネルの充実
ｃ．広報誌での組合員投稿コーナーの充実による接点の創出
ｄ．支店イベントの充実

● 総合事業による組合員の豊かなくらしの実現

　実践方策１　組合員の快適な生活を支える拠点運営・サービス提供（生活・購買事業）
総合営農センター等でのイベント開催等を通じた組合員との交流並びに利便性向上

　実践方策２　�生活を支える最適な金融・保障サービスの提供（信用・共済事業）
ａ．オンリーワン戦略の実践徹底と定着（信用事業）
ｂ．組合員・利用者本位の保障・サービス提供（共済事業）

● 各種協同活動の実践による協同組合としての強みの発揮

　実践方策１　組合員組織の支援（女性組織活動、ふれあい友の会活動、文化活動等）
ａ．女性組織、ふれあい友の会等組織間の交流
ｂ．新たな文化活動の策定

　実践方策２　組合員組織や准組合員との会員相互の親睦の深化
ａ．年金友の会等による旅行やイベントの実施および活動の促進
ｂ．ＪＡ女性組織の仲間づくり活動の促進
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　実践方策３　食農教育や健康増進活動等を通じた地域住民等とのつながり強化
①農業の理解醸成をはかる食農教育
ａ．行政、学校、地域の多様な団体との連携による食農教育の推進（出張（出前）授業、

田植・稲刈体験、バケツ稲づくり）
ｂ．子育て世代に向けた食農教育に関する情報発信（親子で参加できるイベント

の開催、農業体験等の充実）
②食と農、ＪＡとの接点としての農業イベント
ａ．農林業祭、支店まつり、直売所イベントでのＰＲ
ｂ．広報誌による情報発信

③ＪＡ職員・組合員の認知症サポーター養成
認知症サポーター養成研修への参加

● 多様な組合員等の活性化

　実践方策１　ＪＡ関係組織の活性化やＪＡ運営への参画
ａ．各地区実行組合の交流・活性化
ｂ．ＪＡ運動を担う女性組合員の増加
ｃ．女性協議会による各地区女性会向けセミナーの開催
ｄ．担い手・女性層からの理事登用
ｅ．新たな組合員組織の構築
ｆ．組合員組織間の交流
ｇ．農作業オペレーター部会会員の増加及び交流・活性化
ｈ．農風館生産者クラブ会員の増加及び交流・活性化

　実践方策２　ＪＡの提供する価値に基づく仲間づくり
食と農を軸とした農業振興の応援団の拡大
農林業祭や直売所等を通じた農業振興の応援団の拡大
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Ⅲ．健全・強固な経営基盤の確立

重点取組事項　��将来に向けた持続可能な収支構造の確立と、経営資源の選択と集中、業務
の効率化による生産性向上、コンプライアンス経営の実践等により経営の
強化・安定化を図ります。

● 持続可能な経営基盤の確立・強化

　実践方策１　経営戦略の高度化
ａ．収支シミュレーションを踏まえた経営計画（事業計画）の策定
ｂ．計画を実践するための体制構築（適正な機構・体制整備、要員配置の検討・実施）
ｃ．ＰＤＣＡ管理の徹底（計画の検証、見直し）

　実践方策２　将来を見据えた経営基盤の確立・強化
ａ．地域の特性を活かした店舗計画の策定
　　店舗・ＡＴＭの収益性・将来性の検討
ｂ．デジタル活用による業務効率化

● 組合員・利用者から信頼される組織・業務運営の実践

　実践方策１　ガバナンスの強化
内部統制システム基本方針の運用状況の検証

　実践方策２　内部統制の強化と３線モデルの実効性向上
ａ．不祥事未然防止に向けた自主点検等の強化
ｂ．事務レベル向上に向けたスキルや知識習得の機会の提供（研修会の実施等）
ｃ．３線モデル強化による専門人材の育成

● 各事業での対応

　実践方策１　信用事業
①組合員・利用者との信頼関係の強化
ａ．マネーライフプラン提案の浸透と地域シェアの拡大
ｂ．小中学生向けマネーライフプラン教育の浸透
②店周開拓による地域での存在感の向上
利便性を活かした店周開拓と年金受給口座の獲得
③自主運用力・リスク管理体制の強化
住宅ローン・小口ローン等の地域資金ニーズへの対応
④農業メインバンク機能の発揮
メイン強化先の定例訪問による農業者資金ニーズへの対応
⑤誰でも利用しやすい融資体制の整備
出張相談所の開設等多くの人に利用いただける融資体制の構築
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　実践方策２　経済事業
①生産振興
生産基盤の確立と販売力強化
②地域・くらしの維持と活性化
組合員・地域住民のくらしを豊かにするイベント等の開催
③環境および社会的課題への対応
環境負担軽減農業の普及

　実践方策３　共済事業
①組合員・利用者の保障充足活動の実践
契約者満足度の向上と次世代と繋がる「３Ｑ活動」の展開
②「ひと・いえ・くるま・農業」の総合保障と事業基盤の確保
長期共済保有契約高の保全・管理
③共済監督指針の改正等を踏まえた業務運営への対応
高齢者対応等の普及推進におけるコンプライアンス態勢の強化
④契約者・利用者の利便性向上と事務負荷の軽減
キャッシュレス・ペーパーレス手続きの浸透・定着
⑤地域貢献活動を通じた次世代との関係構築
次世代、次々世代が一緒になって参加できるイベントの開催

● 創立６０周年に向けた取り組み

　実践方策１　各記念事業の実施
①記念式典の開催
記念式典等の企画、実施
②記念組合員大会の開催
記念組合員大会を企画、開催
③記念貯金・ローンの実施
記念貯金・ローンの企画、実施
④「６０年のあゆみ」発行
記念大会で配布
⑤記念ふれあい貯金旅行の実施
記念ふれあい貯金旅行の企画、実施
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Ⅳ．協同組合らしい人づくり

重点取組事項　���組合員、利用者の要望に応えるため、一人ひとりが期待以上の対応ができ
るよう、将来を担う人材の計画的な育成と活力ある職場づくりに取り組み
ます。

● 協同組合らしい人づくり

　実践方策１　経営戦略と連動した人材育成の見直しと実践
①人材育成の見直し・強化
ａ．職員の協同組合理念・農業理解への取り組み
ｂ．職員教育研修実施計画の見直し
②人材育成の実践
ａ．職員教育研修実施計画に基づく職員教育の実施と管理
ｂ．経営戦略と連動した人事評価制度の導入

　実践方策２　ＪＡ経営・協同組合運動を支える人づくり
①協同組合運動者としての職員教育
ａ．職員の協同組合理念・農業理解への取り組み
ｂ．職員教育研修実施計画の見直し
②戦略実践を担う職員教育
ａ�．�ワンストップミーティングを活用した組合員のニーズに応えるためのコミュ
ニケーション能力・課題解決力の強化

ｂ．組合員との対話力向上に向けた農業関連研修資材の活用
③ＪＡ経営人材の育成
ａ．経営戦略を策定できる中核人材の育成
ｂ．外部講師の招へい

　実践方策３　��ＪＡ経営・協同組合運動を支える人材の確保
①新たな人材の確保
ａ．インターンシップ、オープンカンパニーの実施
ｂ．積極的な経験者採用（中途採用）
ｃ．広報戦略と連動したイメージアップ施策の実施
ｄ．近隣大学への訪問活動実施
②働き続ける人材の支援
ａ．女性職員のキャリア形成支援
ｂ．定年再雇用職員の活躍促進
ｃ．定年制度の見直し
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● 働きやすい、働きたいと感じる職場づくり

　実践方策１　職場の実態等をふまえた職場改善
①職場風土、職員満足度にかかる実態把握
エンゲージメント調査の実施、結果の分析
②実態を踏まえた職場改善策の検討・実践
ａ．人事管理に関する規程等の見直し
ｂ．面談制度を活用した部署内コミュニケーションの活性化
ｃ．ワンストップミーティング実施による職場改善の実践

　実践方策２　「健康経営」の実践
職員の健康維持・増進に向けた健康づくり活動や予防医療の取り組み
ａ．健康宣言の実践
ｂ．健康経営優良法人の取得

　実践方策３　多様な職員が活躍できる職場環境づくり
①能力が発揮できる職場環境整備
ａ．新たな人事評価制度の策定・運用
ｂ．新採用職員ＯＪＴの実施
②職場づくりに重要な役割を担う管理・監督者の育成強化
ａ．階層別研修会等の活用
ｂ．ＯＪＴ指導員の育成
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Ⅴ．広報活動の強化によるＪＡの魅力発信

重点取組事項　����組合員・利用者にＪＡの役割を知ってもらえ、参画につながる教育・広報
の実践により効果的・効率的な情報発信の強化に努めます。

● 情報発信による農業・ＪＡに対する理解醸成

　実践方策１　農業に対する国民理解の醸成
「国消国産」運動の展開
農林業祭や食育イベント、ＨＰ、広報誌等による情報発信

　実践方策２　「日本農業新聞」等を活用した外部への情報発信
「日本農業新聞」への積極的な投稿

　実践方策３　国際協同組合年を契機とした協同組合の価値についての情報発信
地域住民に対する、「協同組合の価値」「社会への貢献」等の情報発信

● 組織内広報等によるＪＡ理解の促進

　実践方策１　情報発信強化と持続可能な組織・経営基盤の確立をはかるための広報
①ＪＡグループ機関紙誌等の効果的な活用
家の光記事を活用したセミナーの開催
②組織内広報の充実
職場内広報の発行
③新たな広報体制の構築
ａ．ホームページ等の強化による新鮮な情報の発信
ｂ．アンケート等を活用した必要な情報を必要な人に届ける広報体制の確立
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３

数値化計画
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令和７年度 令和８年度 令和９年度

採用 退職 期末 採用 退職 期末 採用 退職 期末

正職員 9 11 174 8 10 172 14 14 172

定年後再雇用職員（嘱託） 3 - 7 3 1 9 3 3 9

合計 12 11 181 11 11 181 17 17 181

令和７年度 令和８年度 令和９年度

信用事業

貯金残高 293,600,000 294,300,000 295,000,000

貸出金残高 28,500,000 29,200,000 30,000,000

共済事業

長期共済契約
保有高 37 1,000,000 37 1,000,000 37 1,000,000

自動車共済
契約掛金 141,000 141,000 141,000

営農・経済事業

購買品取扱高 200,000 205,000 2 10,000

販売品取扱高 230,000 235,000 240,000

利用事業 83,000 84,000 85,000

①要員計画

②事業目標

（単位：人）

（単位：千円）
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資 産 の 部

令和７年度 令和８年度 令和９年度

信 用 事 業 資 産 305,0 1 3,863 306,487,13 1 308,090,643

共 済 事 業 資 産 8,2 13 10,304 1 2,928

経 済 事 業 資 産 1 62,702 1 63,558 1 64,750

雑 資 産 1 39,422 1 39,052 1 38,683

固 定 資 産 5,1 1 2,833 5,637,743 5,226,754

外 部 出 資 8,503,967 8,503,967 8,503,967

前 払 年 金 費 用 1 76,238 1 82,625 1 89,243

資 産 の 部 合 計 3 1 9,1 1 7,240 321 ,1 24,382 322,326,970

負 債 及 び 純 資 産 の 部

令和７年度 令和８年度 令和９年度

信 用 事 業 負 債 294,235,1 96 295,001,5 18 295,927,53 1

共 済 事 業 負 債 633,276 6 1 7,083 601,574

経 済 事 業 負 債 3 1 ,070 33,507 36, 137

雑 負 債 606,738 674,887 7 1 6,570

諸 引 当 金 1 85,55 1 186,035 1 87,443

繰 延 税 金 負 債 663,488 1,7 1 6,38 1 1,870,232

負 債 の 部 合 計 296,355,32 1 298,229,415 299,339,489

出 資 金 989,0 18 98 1,565 974,167

利 益 剰 余 金 22,502, 1 74 22,497,090 22,480,507

処 分 未 済 持 分   △ 2,585 △ 2,336 △ 2,1 12

評 価 換 算 差 額 等 △ 726,688 △ 58 1,350 △ 465,080

純 資 産 の 部 合 計 22,76 1 ,9 1 9 22,894,967 22,987,48 1

負債及び純資産の部合計 3 1 9, 1 1 7,240 32 1 , 1 24,382 322,326,970

③財務計画
（単位：千円）
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令和７年度 令和８年度 令和９年度

信
用
事
業

収 益 2,537,632 2,543,636 2,549,490

費 用 8 1 1 ,026 8 1 2,894 814,587

総 利 益 1,726,606 1,730,742 1,734,903

共
済
事
業

収 益 437,000 437,000 437,000

費 用 1 1 ,0 3 1 1 1 ,180 1 1,1 70

総 利 益 425,969 425,820 425,830

購
買
事
業

収 益 200,007 214,148 2 1 9,674

費 用 1 79,620 1 84,215 1 85,341

総 利 益 20,387 29,933 34,332

販
売
事
業

収 益 232,400 238,1 55 243,294

費 用 1 97,860 203,144 208,144

総 利 益 34,540 35,010 35,149

そ
の
他
事
業

収 益 86,4 7 7 88,952 89,942

費 用 38,1 3 9 38,487 38,683

総 利 益 48,338 50,465 5 1,258

指
導
事
業

収 益 2,594 3,000 4,000

費 用 44,293 46,000 46,000

収支差額 △ 41 ,699 △ 43,000 △ 42,000

事 業 総 利 益 2,214,1 4 1 2,228,970 2,239,474

事 業 管 理 費 2,087,3 1 1 2,1 0 1 ,863 2,1 02,905

事 業 利 益 1 26,830 1 2 7,1 07 1 36,568

そ の 他 損 益 1 68,1 24 158,1 24 178,1 24

税 引 前 当 期 利 益 294,9 5 4 285,232 3 14,692

④損益計画
（単位：千円）






